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わ
が
国
の
稲
作
経
営
は
、食
生
活
の

多
様
化
な
ど
に
伴
い
主
食
用
米
の
需
要

が
減
少
し
て
い
る
こ
と
に
加
え
、昨
年
は

米
価
が
大
幅
に
下
落
す
る
な
ど
厳
し
い

状
況
下
に
あ
り
ま
す
。稲
作
経
営
体
に

あ
っ
て
は
、水
稲
作
の
コ
ス
ト
低
減
、経

営
規
模
拡
大
、水
稲
以
外
の
作
物
導
入

と
い
っ
た
経
営
の
複
合
化
・
多
角
化
な
ど

を
進
め
、収
益
の
向
上
・
確
保
を
図
っ
て

い
く
こ
と
が
喫
緊
の
課
題
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

そ
こ
で
、こ
う
し
た
状
況
に
お
い
て
も

高
収
益
を
実
現
し
て
い
る
日
本
公
庫
の

お
客
さ
ま
の
稲
作
経
営
体
の
決
算
デ
ー

タ
を
基
に
、コ
ス
ト
構
造
の
違
い
を
明
ら

か
に
す
る
と
と
も
に
収
益
を
生
み
出
す

要
因
を
探
り
ま
し
た
。

　

調
査
に
当
た
っ
て
は
、経
営
の
方
向
性

に
よ
り
特
徴
が
異
な
る
こ
と
が
想
定
さ

れ
る
た
め
、経
営
形
態（
個
人
・
法
人
）別

に
水
稲
作
の
ウ
エ
ー
ト（
経
営
全
体
の
売

上
高
に
対
す
る
水
稲
作
付
面
積
の
関

係
）に
よ
り「
規
模
拡
大
タ
イ
プ
」と「
複

合
化
・
多
角
化
タ
イ
プ
」の
二
つ
の
タ
イ

プ
、か
つ
、規
模
に
よ
り
区
分
し
ま
し
た
。

ま
た
農
業
所
得
上
位
約
二
〇
％
に
該
当

す
る
経
営
体
を「
上
位
」と
し
ま
し
た
。

　

表
１
、２
は
区
分
別
の
農
業
所
得
、水

稲
作
付
面
積
、売
上
高
、各
費
用
の
平
均

で
す
。こ
れ
ら
の
デ
ー
タ
を
基
に
分
析
を

進
め
ま
し
た
。

　
作
業
効
率
化
の
工
夫

　

収
益
と
費
用
な
ど
の
関
係
を
表
３
に

示
し
ま
し
た
。

　

ま
ず
、規
模
拡
大
タ
イ
プ
で
は
、個
人・

法
人
を
問
わ
ず
、売
上
高
は
水
稲
作
付

面
積
の
規
模
に
比
例
し
ま
す
が
、費
用

と
収
益
の
関
係
は
、規
模
に
よ
り
異
な
る

傾
向
が
み
ら
れ
ま
し
た
。

　

個
人
で
は
、農
業
所
得
は
売
上
高
に
比

例
し
ま
す
。し
か
し
、一
五
㌶
以
上
三
〇

㌶
未
満
で
は
そ
の
関
係
が
弱
く
な
り
、そ

の
一
方
で
、売
上
高
と
減
価
償
却
費
と
の

弱
い
比
例
関
係
も
み
ら
れ
る
よ
う
に
な

り
ま
す
。

　

規
模
が
大
き
い
法
人
経
営
体
で
は
、経

常
利
益
と
減
価
償
却
費
と
の
逆
比
例
の

関
係
と
な
っ
て
い
ま
す
。ま
た
、人
件
費

に
つ
い
て
も
、経
常
利
益
と
の
弱
い
逆
比

例
関
係
だ
け
で
な
く
売
上
高
と
の
比
例

関
係
が
み
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

　

水
稲
作
付
面
積
の
拡
大
は
、売
上
高

の
拡
大
と
機
械
な
ど
固
定
費
の
削
減
に

つ
な
が
る
こ
と
か
ら
、収
益
性
の
向
上
が

期
待
さ
れ
ま
す
。し
か
し
な
が
ら
、現
行

の
田
植
え
を
基
本
と
す
る
作
業
体
系
の

下
で
は
、作
業
適
期
の
都
合
上
、作
業
機

械
各
一
台
と
作
業
者
一
人
で
作
業
可
能

な
面
積
は
、一
〇
～
一
五
㌶
が
限
界
で
あ

り
、こ
の
規
模
を
超
え
る
と
固
定
費
の
削

減
効
果
が
あ
ま
り
期
待
で
き
な
い
と
い

わ
れ
て
い
ま
す
。

　

規
模
拡
大
タ
イ
プ
で
は
こ
の
こ
と
を

踏
ま
え
考
察
し
ま
し
た
。

　

個
人
七
㌶
以
上
一
五
㌶
未
満
で
は
、お

お
む
ね
家
族
労
働
と
作
業
機
械
各
一
台

の
体
系
で
作
業
が
完
結
可
能
と
考
え
ら

れ
ま
す
。こ
の
た
め
、減
価
償
却
費
と
人

件
費
の
差
は
一
般
的
に
生
じ
に
く
く
、

も
っ
ぱ
ら
規
模
拡
大
が
売
上
高
の
拡
大

を
通
じ
て
農
業
所
得
の
向
上
に
つ
な

が
っ
て
い
る
も
の
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

個
人
一
五
㌶
以
上
三
〇
㌶
未
満
で
は
、

繁
忙
期
に
作
業
機
械
が
複
数
台
必
要
と

な
る
傾
向
に
あ
り
ま
す
。そ
の
た
め
、減

価
償
却
費
と
人
件
費
の
削
減
が
農
業
所

得
の
向
上
の
ポ
イ
ン
ト
で
す
。実
際
に
、

減
価
償
却
費
と
面
積
の
関
係
を
見
る
と
、

図
１（
Ｐ
18
）の
と
お
り
、一
五
㌶
以
上
を

境
に
傾
き
が
大
き
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

法
人
三
〇
㌶
以
上
五
〇
㌶
未
満
で
は
、

さ
ら
に
作
業
機
械
の
台
数
が
二~

三
台

と
増
え
て
い
く
た
め
、減
価
償
却
費
の
削

減
が
よ
り
重
要
に
な
り
ま
す
。ま
た
、常

時
雇
用
も
必
要
と
な
っ
て
く
る
た
め
、人

件
費
に
つ
い
て
も
費
用
対
効
果
が
大
切

な
要
素
と
な
っ
て
い
る
こ
と
が
示
唆
さ

れ
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
に
規
模
拡
大
タ
イ
プ
に
お

い
て
は
、個
人
、法
人
と
も
そ
の
段
階
に

応
じ
て
、で
き
る
限
り
既
存
の
機
械
・
労

働
力
が
活
用
で
き
る
よ
う
、作
業
の
効

率
化
な
ど
の
工
夫
を
行
っ
て
い
く
こ
と

が
重
要
と
な
り
ま
す
。

　

な
お
、稲
作
経
営
者
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ

調
査
で
は
、早
生・中
生・晩
生
の
品
種
の

組
み
合
わ
せ
に
よ
る
作
業
の
平
準
化
、育

苗
作
業
が
不
要
な
直
播
栽
培
の
導
入
に

よ
る
省
力
化
、ほ
場
の
大
区
画
化
、機
械

規模拡大・多角化の
発展段階に応じた
経営資源の活用が
高収益の鍵

稲作経営体の収益とコストの関係から、収益を生み
出す共通の要因を探りました。その結果、規模拡大や
多角化といった経営の方向性の下で、その発展段階
に応じて経営資源が効率的に活用されているといっ
た特徴が明らかになりました。
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表１　個人経営体の売上高、各費用項目の平均値

表２　法人経営体の売上高、各費用項目の平均値

表3　収益と費用などの関係

区　分

区　分

30ha以上50ha未満 50ha以上
（水稲作のウエートが高い～中程度）規模拡大タイプ

（水稲作のウエートが高い）
複合化・多角化タイプ

（水稲作のウエートが中程度～低い）
全体

4 19 9 24 8 18

36 37 38 37 74 81

70,000 77,616 122,328 119,531 158,736 174,556

3,562 14,778 10,000 27,914 15,259 31,510

10,876
15.5%

10,366
13.4%

16,855
13.8%

14,760
12.3%

23,460
14.8%

25,681
14.7%

6,763
9.7%

3,409
4.4%

11,184
9.1%

11,168
9.3%

10,287
6.5%

8,145
4.7%

11,768
15,019

6,241
6,136

31,408
28,572

35,235
23,692

34,357
25,795

27,463
36,230

21,802
31.1%

19,229
24.8%

36,740
30.0%

24,981
20.9%

49,585
31.2%

55,000
31.5%

9,117 9,143 12,879 10,501 14,632 16,733
366

0.5%
257

0.3%
423

0.3%
202

0.2%
660

0.4%
164

0.1%
9,215
13.2%

10,790
13.9%

12,292
10.0%

8,718
7.3%

17,018
10.7%

15,629
9.0%

2,442
3.5%

1,709
2.2%

4,633
3.8%

3,006
2.5%

5,322
3.4%

5,267
3.0%

36 34 37

全体 全体上位 上位 上位

売上高経常利益率　（％）

水稲作付面積　(ha)

売上高+営業外収入　(千円）

経常利益　(千円）

材料費　(千円）

減価償却費　(千円）

人件費　(千円）

支払利息割引料　(千円）

賃借・リース料　(千円）

燃料動力費　(千円）

調査対象経営体数

建物構築物　(千円）
機械装置運搬具　(千円）

うち役員報酬　(千円）

規模拡大タイプ（水稲作のウエートが高い） 複合化・多角化タイプ（水稲作のウエートが中程度～低い）

7ha以上
15ha未満

7ha以上
15ha未満

全体

4,676 8,801 9,042 14,887 9,073 14,831 16,104 25,250

9.8 12.0 19.4 22.4 9.9 10.7 18.6 23.0

16,863 21,120 33,618 38,621 35,909 43,638 55,587 68,845

2,160
13.1%

1,720
8.0%

4,450
13.1%

3,826
10.0%

4,981
14.4%

5,286
11.8%

8,300
15.1%

7,904
11.1%

4,328
26.0%

4,171
19.8%

8,091
24.1%

8,047
20.4%

7,680
21.4%

9,442
21.0%

11,470
20.8%

13,001
18.9%

586
3.3%

679
3.2%

1,657
4.6%

1,476
3.7%

2,425
6.6%

2,020
4.0%

2,264
4.2%

2,050
3.0%

797
4.8%

845
4.0%

1,410
4.2%

1,462
3.8%

1,714
4.8%

1,792
4.0%

2,140
3.9%

2,618
3.9%

1,310
7.6%

1,678
7.7%

2,979
8.8%

3,428
8.9%

2,581
7.2%

3,051
7.4%

4,831
8.9%

4,755
6.9%

73 69 46 30

全体上位 上位全体 全体上位 上位

15ha以上
30ha未満

15ha以上
30ha未満

農業所得　（千円）

水稲作付面積　(ha)

売上高　（千円）

減価償却費　（千円）

材料費　（千円）

労務費　（千円）

燃料動力費　（千円）

賃料　（千円）

調査対象経営体数

注1：調査には、2013年の決算データを用
いています。都合上、北海道の個人経
営体は対象から除いています。

注２：水稲作のウエート（10a当たりの売上
高）によるタイプ分けは、タイプ別の特
徴が明確となるように、7ha以上15ha
未満の層は15万円以上20万円未満
の経営体を「規模拡大タイプ」、30万
円以上50万円未満の経営体を「複合
化・多角化タイプ 」とし、15ha以 上
30ha未満の層は15万円以上20万円
未満の経営体を「規模拡大タイプ」、
25万円以上40万円未満の経営体を

「複合化・多角化タイプ」と区分しまし
た。

注3：下段の％は売上高に対する比率です。

注1：調査には、2012年度の決算データを
用いています。

注２：水稲作のウエート（10aあたりの売上
高）によるタイプ分けは、タイプ別の特
徴が 明確となるように、30ha以 上
50ha未満の層は15万円以上25万円
未満の経営体を「規模拡大タイプ」、
25万円以上50万円未満の経営体を

「複合化・多角化タイプ」としました。
注3：下段の％は売上高に対する比率です。

：正比例の関係　 ：弱い正比例の関係　 ：逆比例の関係　 ：弱い逆比例の関係

区　分
規模拡大タイプ 複合化・多角化タイプ

個人経営体

7ha以上
15ha未満

農業所得 農業所得 経常利益売上高 売上高 売上高 農業所得 売上高 農業所得 売上高 経常利益 売上高 経常利益 売上高

15ha以上
30ha未満

30ha以上
50ha未満

7ha以上
15ha未満

15ha以上
30ha未満

30ha以上
50ha未満

法人経営体
50ha以上

法人経営体 個人経営体 法人経営体

水稲作付面積規模

売上高
水稲作付面積

減価償却費（減価償却実施額）

材料費
労務費（人件費）

経常利益率

主
な
費
用
項
目
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は
水
稲
作
付
面
積
に
比
例
し
、材
料
費

や
労
務
費
に
弱
い
比
例
を
し
て
い
ま
す
。

こ
の
こ
と
か
ら
、水
稲
作
の
補
完
と
し

て
、労
働
集
約
的
な
野
菜
作
の
導
入
な

ど
の
取
り
組
み
が
想
定
さ
れ
ま
す
。

　

な
お
、農
業
所
得
は
労
務
費
に
弱
い

逆
比
例
を
し
て
い
る
た
め
、家
族
労
働
の

範
囲
内
と
し
て
新
た
な
労
務
費
の
発
生

を
抑
え
た
り
、材
料
費
を
抑
制
す
る
な

ど
費
用
対
効
果
を
高
め
る
こ
と
が
重
要

と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

個
人
一
五
㌶
以
上
三
〇
㌶
未
満
で
は
、

農
業
所
得
は
水
稲
作
付
面
積
に
比
例
し
、

材
料
費
、減
価
償
却
費
に
弱
い
比
例
を

し
て
い
る
た
め
、土
地
利
用
型
作
物
の
導

入
や
機
械
作
業
の
受
託
な
ど
、機
械
を

活
用
し
た
取
り
組
み
が
行
わ
れ
て
い
る

こ
と
が
想
定
さ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、減
価
償
却
費
は
農
業
所
得
と
は

弱
い
逆
比
例
の
関
係
と
な
っ
て
い
る
こ

と
か
ら
、機
械
な
ど
の
費
用
対
効
果
を
高

め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。土
地
利
用
型
作

物
や
作
業
受
託
は
、野
菜
と
は
異
な
り
付

加
価
値
を
高
め
る
こ
と
は
困
難
な
た
め
、

既
存
機
械
の
活
用
や
ス
ケ
ー
ル
メ
リ
ッ

ト
に
よ
り
費
用
を
抑
制
す
る
こ
と
が
ポ

イ
ン
ト
に
な
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

法
人
三
〇
㌶
以
上
五
〇
㌶
未
満
で
は
、

個
人
経
営
体
と
は
異
な
り
、売
上
高
と

水
稲
作
付
面
積
は
比
例
、逆
比
例
と
い
っ

た
関
係
は
み
ら
れ
ず
、経
常
利
益
と
売

上
高
の
比
例
関
係
も
弱
く
な
っ
て
い
ま

す
。

　

従
っ
て
、も
っ
ぱ
ら
複
合
化
に
よ
る
売

上
高
の
拡
大
や
付
加
価
値
の
向
上
が
重

視
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
ま
す
。

具
体
的
に
は
、付
加
価
値
が
高
い
作
物

の
導
入
に
加
え
、米
や
多
角
化
に
よ
り

導
入
し
た
作
物
の
付
加
価
値
を
高
め
る

販
売
・
加
工
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
取
り
組

み
が
想
定
さ
れ
ま
す
。

　
一
方
、人
件
費
は
、経
常
利
益
と
逆
比

例
の
関
係
に
な
っ
て
お
り
、売
上
高
と
は

比
例
の
関
係
に
あ
る
こ
と
か
ら
、そ
の
費

用
対
効
果
、す
な
わ
ち
労
働
生
産
性
が

重
要
な
ポ
イ
ン
ト
に
な
る
と
考
え
ら
れ

ま
す
。

　
経
営
体
に
好
機

　

今
回
の
調
査
で
は
、法
人
五
〇
㌶
以
上

は
、調
査
対
象
が
少
な
く
、水
稲
作
の
ウ

エ
ー
ト
も
大
き
な
差
が
み
ら
れ
な
か
っ

た
こ
と
か
ら
、タ
イ
プ
分
け
を
行
っ
て
お

り
ま
せ
ん
。し
か
し
な
が
ら
、売
上
高
や

経
常
利
益
と
水
稲
作
付
面
積
の
関
係
は
、

規
模
拡
大
タ
イ
プ
に
類
似
し
て
い
ま
す
。

　

経
常
利
益
と
費
用
の
関
係
は
、減
価

償
却
費
だ
け
が
弱
い
逆
比
例
と
な
っ
て

い
ま
す
。な
お
、こ
れ
以
下
の
規
模
で
み

ら
れ
た
経
常
利
益
と
人
件
費
の
関
係
は

観
察
さ
れ
ま
せ
ん
で
し
た
。こ
れ
は
従
業

員
数
の
増
加
に
伴
い
、変
動
費
と
し
て
の

性
格
が
強
ま
っ
た
た
め
と
考
え
ら
れ
ま

す
。

　

減
価
償
却
費
は
、図
２
の
通
り
、建
物

の
資
産
額
と
比
例
し
て
お
り
、規
模
拡

大
に
伴
い
、ラ
イ
ス
セ
ン
タ
ー
や
本
格
的

な
機
械
の
格
納
庫
な
ど
建
物
の
大
型
化

が
進
む
た
め
と
考
え
ら
れ
、こ
れ
ら
の
資

産
の
効
果
的
な
取
得
、活
用
が
ポ
イ
ン
ト

に
な
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

い
ず
れ
に
せ
よ
、経
営
規
模
か
ら
み

て
、充
実
し
た
労
働
力
、機
械
、施
設
を

組
み
合
わ
せ
た
さ
ま
ざ
ま
な
取
り
組
み

が
可
能
で
あ
り
、そ
の
効
果
的
・
効
率
的

な
実
施
が
重
要
に
な
る
と
考
え
ま
す
。

こ
の
た
め
、基
軸
と
な
る
大
規
模
な
水
稲

作
と
複
合
化
部
門
の
作
業
効
率
の
向
上
、

そ
れ
を
支
え
る
営
農
技
術
、組
織
の
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
も
重
要
と
考
え
ま
す
。

　

以
上
の
結
果
か
ら
、図
３
の
よ
う
に
、

規
模
拡
大
や
複
合
化
・
多
角
化
と
い
う

経
営
の
方
向
性
の
下
で
、そ
の
発
展
段
階

に
応
じ
、投
入
す
る
経
営
資
源（
機
械
・

労
働
力
）の
費
用
対
効
果
を
最
大
限
高

め
る
こ
と
が
、収
益
の
向
上
に
不
可
欠
と

言
え
そ
う
で
す
。

　

な
お
、今
回
の
調
査
結
果
は
、共
通
の

特
徴
を
捉
え
た
も
の
で
あ
り
、実
際
に

は
、経
営
者
の
方
々
が
得
意
と
す
る
分
野

で
さ
ま
ざ
ま
な
努
力
を
行
っ
て
い
る
こ

と
を
申
し
添
え
ま
す
。

　

さ
ら
に
、調
査
に
用
い
た
デ
ー
タ
は
米

価
が
比
較
的
高
か
っ
た
時
期
の
も
の
で

あ
り
、米
価
が
下
落
し
て
い
る
現
在
、こ

こ
で
述
べ
た
取
り
組
み
以
上
に
工
夫
が

の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
に
よ
る
耐
用
年
数
向

上
、中
古
機
械
の
活
用
と
い
っ
た
さ
ま
ざ

ま
な
取
り
組
み
に
よ
り
、こ
れ
ら
経
費
の

削
減
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
が
分
か
り

ま
し
た
。

　
付
加
価
値
を
向
上

　

次
に
、複
合
化
・
多
角
化
タ
イ
プ
に
目

を
転
じ
る
と
、水
稲
作
に
お
け
る
複
合

化
・
多
角
化
は
、育
苗
・
田
植
期
や
収
穫

期
を
除
く
時
間
を
活
用
し
た
他
作
物
の

導
入
が
一
般
的
で
す
。具
体
的
に
は
、麦・

大
豆
な
ど
の
土
地
利
用
型
作
物
か
ら
、

露
地
野
菜
、育
苗
後
の
ハ
ウ
ス
を
活
用
し

た
施
設
園
芸
な
ど
が
想
定
さ
れ
ま
す
。

さ
ら
に
、既
存
機
械
を
活
用
し
た
作
業

の
受
託
や
直
接
販
売
、加
工
な
ど
に
よ
る

付
加
価
値
の
向
上
の
取
り
組
み
も
考
え

ら
れ
ま
す
。

　

こ
れ
ら
は
、基
軸
と
な
る
水
稲
作
に

加
え
、売
上
高
の
拡
大
や
付
加
価
値
の

向
上
を
狙
う
も
の
で
す
が
、前
述
の
規

模
拡
大
タ
イ
プ
と
同
様
に
、取
り
組
み
の

導
入
に
当
た
り
既
存
の
機
械
・
労
働
力

の
対
応
能
力
を
超
え
る
場
合
に
は
、新

た
に
費
用
が
発
生
し
、収
益
性
に
影
響

を
与
え
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

　

複
合
化
・
多
角
化
タ
イ
プ
で
は
、こ
の

こ
と
を
踏
ま
え
考
察
し
ま
し
た
。

　

複
合
化
・
多
角
化
タ
イ
プ
の
個
人
七

㌶
以
上
一
五
㌶
未
満
で
は
、農
業
所
得
は

売
上
高
に
比
例
し
ま
す
。ま
た
、売
上
高
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求
め
ら
れ
る
と
考
え
ま
す
。

　

ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
で
は
、稲
作
経
営
者

の
方
々
か
ら
、厳
し
い
状
況
に
も
か
か
わ

ら
ず「
米
価
下
落
は
、農
地
を
確
保
し
や

す
く
な
る
の
で
、技
術
力
と
経
営
力
、そ

し
て
販
路
を
も
っ
て
い
る
経
営
体
に

と
っ
て
は
、む
し
ろ
規
模
拡
大
の
チ
ャ
ン

ス
で
は
な
い
か
」と
い
う
言
葉
も
聞
か
れ

ま
し
た
。

　

調
査
結
果
に
つ
い
て
、よ
り
詳
し
く
知

り
た
い
方
は
、日
本
公
庫
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

（h
ttp://w

w
w

.jfc.g
o.jp/n/

findings/investigate.htm
l

）を
ご
覧

く
だ
さ
い
。　
　
　
　
　
　
　
　
　

 

（
情
報
企
画
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）

図１　個人規模拡大タイプの水稲作付面積と減価償却費の関係

図３　稲作経営体の発達段階に応じた高収益のポイント

図２　法人５０ｈａ以上の建物構築物資産額と減価償却費の関係
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充実した従業者数や機械装備を、水
稲および複合化部門で作業効率の
向上や組織的管理により効率的・効
果的に活用し、売上高拡大・収益向上
を図ることが可能かつ重要な段階。
ただし、規模拡大に伴う施設などの
取得利用には注意が必要。

「法人経営体」50ha以上

水稲作の規模拡大に伴い、雇用労働力や
機械装備が拡大する中で、その積極的な
活用による大規模な土地利用型農業の展
開や、既存の機械・労働力を活用した作
業受託など、水稲作のメリットを活かした
取り組みがポイント。

「個人経営体」15-30ha
水稲作に加え複合化・多角化

水稲作の規模拡大に加え、より収益の向
上を図るため、複合化・多角化による高付
加価値化戦略をもっぱら展開。
費用面で最もウエートが高い人件費を活
かす労働生産性の高い作物や農閑期にお
ける役務の導入、さらに付加価値を高める
販売面の工夫などの取り組みがポイント。

「法人経営体」30-50ha
水稲作に加え複合化・多角化

必要な資材や労務費は投入しつつ積極的
に複合化・多角化の取り組みを展開。
所得向上のポイントは、費用（特に労務
費）の投入以上に売り上げの拡大を目指
す高付加価値化と、家族労働の範囲で費
用を抑える両面戦略あり。

「個人経営体」7-15ha
水稲作に加え複合化・多角化

法人経営体として、さらなる規模拡
大を図る中、常時雇用や機械装備
の充実が進む段階。作業の平準化・
省力化の取り組みにより、これらを
有効に活用することがポイント。

「法人経営体」30-50ha
水稲作中心の経営

規模拡大を図る中で、家族労働に加
え期間雇用や機械台数が増える傾
向にある段階。
このため、「減価償却費比率」「労務
費比率」の削減がポイント。

「個人経営体」15-30ha
水稲作中心の経営

主に家族労働力で、作業機械も少
ない段階。規模拡大により売り上げ
を拡大し、生産面の工夫により機械・
資材の経費を削減し所得を向上し
ていくことがポイント。

「個人経営体」7-15ha
水稲作中心の経営

売上高拡大には材料費と労務費が
関係。農業所得増には労務費率の
低下が関係。

ライスセンター、機械格納庫の設置が進
むため、これらの効率的な設置利用がポ
イント。（減価償却費は建物と相関が高い）

資産は主に機械の保有であり、その
効率的利用がポイント。（減価償却
費は機械と相関が高い）

売上高拡大には材料費と減価償却
費が関係。農業所得増には減価償
却費率が関係。

経常利益は、売上高や水稲作付規
模に依存しない。（もっぱら人件費
に影響を受ける）

水稲作付面積・売上高、
売上高・経常利益は正
に相関。 水稲作付面積・売上高、

売上高・経常利益は正
に相関。

地域の気象・振興作物・営
農等の条件（水稲以外に
導入可能な作物はある
か、規模拡大は可能か）
経営資源の条件（人・機械・
土地・金は活用可能か）

事業承継、対外的な信用
力の向上、雇用労働力の
確保への対応

規模拡大 法人化

法人化

複
合
化
・
多
角
化（
高
付
加
価
値
化
）

7ha以上15ha未満

15ha以上30ha未満


